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研究成果の概要（和文）：市場均衡モデルにより，社会厚生とエネルギー・環境政策の関係について分析を行っ
た。その結果，各々の政策を個別に考えるときと比較し，政策を選択できる場合の方が社会厚生は高くなること
が明らかとなった。また，事業者の行動と再生可能エネルギー普及促進策との関係を分析するためのマルチエー
ジェントシミュレーションモデルを構築した．各々のエージェントが同質である場合，理論競争モデルの結果と
一致することが示された．さらに，コンジョイント分析により，エネルギーミックス，電気料金の効用値を算出
した．その結果，電気料金が減少した場合，政府が目標としているエネルギーミックスの水準を許容する可能性
があることが示された．

研究成果の概要（英文）：We examine a relationship between social welfare and energy and 
environmental polices by means of market equilibrium models. It is found that social welfare for a 
case in which government chooses from some polices is larger than that for each one. However, the 
difference becomes small as the damage cost of greenhouse gas emissions increases. We also develop a
 multi-agent based simulation model, that is, a bottom-up approach in order to analyze an effect of 
renewable energy policy on agents' behaviors in the market. When the market system has homogeneous 
agents, the result is consistent with that for theoretical models of a top-down approach. In 
addition, consumers' utility values for energy-mix and retail electricity prices are estimated by 
using conjoint analysis. It is shown that the consumers might be able to allow for the energy-mix 
level of government target. Our work, therefore, contributes to the recent debates to the power 
system innovation, and energy and environmental policy.

研究分野：エネルギー経済学

キーワード： 電力システム改革　エネルギーミックス　エネルギー・環境政策　市場均衡　エージェントベースシミ
ュレーション　電源構成モデル　リアルオプション　コンジョイント分析

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
日本では，固定価格買取制度が施行されている一方，非化石電源の比率を44 ％以上とする目標を掲げるといっ
た混合政策の形式をとっており，本研究の成果において，混合政策と社会的な価値の関係を市場の拡大という観
点から明らかにしたことは，学術的のみならず社会的な意義も大きいと考える．また，これらの成果は，トップ
ダウンの理論モデルとボトムアップ的なシミュレーションモデルから同様の結果が得られており，頑健的な結果
であることが実証された．また，非化石電源の比率や電気料金に対し，定量的に消費者の効用を算出し同軸で比
較できたことは，今後の電力システム改革やエネルギー・環境の施策に示唆を与えた成果であると考える．



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
(1) 社会的背景 
平成 26 年 4 月に閣議決定されたエネルギー基本計画において，制度改革を通じて多様な主
体の参加や多様な選択肢の用意といった柔軟かつ効率的なエネルギー需給構造を目指す施策を
講じるとしている．本計画の中で，低炭素な国産エネルギー源である再生可能エネルギーは，
以前の目標値よりさらに上回る水準の導入を目指すことが示されている．これまで，様々な再
生可能エネルギー普及促進策，再生可能エネルギー割当基準制度（Renewables Portfolio 
Standard: RPS），太陽光発電の余剰電力買取制度，固定価格買取制度（Feed-in Tariff: FIT）
などが講じられているが，2013年度における水力を除く再生可能エネルギーの発電電力量は全
体の 2.2%程となっており，普及促進の更なる施策が必要である．しかしながら，再生可能エネ
ルギーの普及に対して，これから対応すべき様々な課題が存在し，主要な課題として，低コス
ト化，送電線ネットワーク及び蓄電池の整備，規制や制度の合理化があげられ，今後，これら
を解決すべく様々な対応策が必要であると考えられる．特に，「規制や制度の合理化」に関して，
平成 26年 10月の総合資源エネルギー調査会新エネルギー小委員会において，FIT制度の見直
しについて言及しており，市場メカニズムの活用や他の導入推進策について検討するとしてい
る．すなわち，競争力強化や送電線ネットワークなどの整備の課題に対応するとともに，再生
可能エネルギーが長期的に普及するための合理的な制度設計が必要不可欠であるといえる． 
(2) 学術的背景 
 理論競争モデルの研究分野においては，RPS の要求割合や FIT の固定価格水準と市場均衡
との関係について分析が行われているが，既存事業者や新規事業者の比率や将来の不確実性，
再生可能エネルギーへの投資の影響などは考慮されておらず，これらを含めた分析が必要であ
る．電源構成モデルの研究分野においても，再生可能エネルギー導入の影響については多くの
分析が行われてきたが，バックアップ電源のコスト回収の可能性ついての研究は，ほとんど行
われていない．近年の現状から，再生可能エネルギーと既存電源との構成を一体的に考えるこ
とのみならず，市場との関係やバックアップ電源のコスト回収可能性について考える必要があ
ることがわかる．また，電源構成に関しては，再生可能エネルギー電源の配置に伴う送電線ネ
ットワークや，それらの設置や容量も考慮する必要があり，発電設備の配置を一体的に考える
ようなモデル，さらには，RPS や FIT 等の普及促進策を考えた上で電源構成を最適化するよ
うなモデルが必要となる．エージェントベースシミュレーションモデルの研究分野においても
同様に，多くの研究が行われてきたが，社会経済的な不確実性を考慮し，エージェントである
各々の発電事業者が，その不確実性に対し柔軟的に対応する問題設定でモデル化は行われてお
らず，将来の電力市場の拡大と再生可能エネルギー事業者との意思決定の関係を明らかにする
ためには，そのようなモデル設定が必要である．また，理論競争モデルは，トップダウン的な
数理モデルである一方，エージェントベースシミュレーションモデルは，ボトムアップ的なも
のであり，それぞれ異なるアプローチにより解を導出し，それぞれを比較することは，学術的
に意義は高いものであると同時に，普及促進策の評価モデルの検証として重要であると考える． 
 
２．研究の目的 
 以上の背景より，持続可能な電力システム改革を進展させるためには，パリ協定における温
室効果ガス削減の目標値も意識し，将来のエネルギーミックスの動向，それに伴う制度設計を
考える必要がある．そこで，本研究課題では，理論競争モデル，シミュレーションモデル，電
源構成モデルによる経済・システム分析，エネルギー利用選択分析による統合的な分析・評価
を通じて，将来の持続可能な社会システムを目指したエネルギー・環境政策へ示唆を与えるよ
うな社会・学術の両面に貢献することを目的とする． 
 
３．研究の方法 
 本研究課題では，(1)理論競争モデル，(2)エージェントシミュレーションモデル，(3)電源構
成モデル，(4)エネルギー利用選択の各項目についてモデル化を行い，分析・評価を行う．また，
各項目における計算の効率化を図るため，モデルの大規模化に伴う最適化アルゴリズムの構築
を行う．各項目についての実施方法の内容は，以下のとおりである． 
(1) 発電事業者が二酸化炭素排出量の削減を行うために，排出量取引（Cap-and-Trade; C&T）
を行う経済分析モデルを構築する．モデル分析から C&T が電力市場へ及ぼす影響について示
す．さらに，社会厚生と二酸化炭素排出削減量の観点から C&T と再生可能エネルギー政策の
いずれの施策が望ましいかについて考察する．また，自由化が進んだ電力市場において，異な
る目的を持つ発電事業者と送電事業者の投資の意思決定を分析する．特に，電力価格，再生可
能エネルギー，環境政策など，様々な不確実性の下での投資意思決定に焦点を当てる． 
(2) 種々の不確実性下での意思決定ダイナミクス分析を可能とするためのエージェントベース
シミュレーションモデルを構築する．不確実性下での再生可能エネルギー普及促進や電力シス
テムの安定供給リスクの観点からシステムの持続可能性に着目し，その評価・分析を実施する． 
(3) パリ協定を踏まえたエネルギーミックスの実現が求められており，エネルギーシステムの
今後の構築は複雑な制約と不確実性の下での意思決定が求められている．そこで，本項目では，
地域分散型エネルギーシステムと大規模集中型システムの協調と競合，資源，環境，市場の様々
な不確実性下の多段意思決定システムのモデル分析，電気自動車やスマートグリッド普及の可



能性など新しい技術と制度の影響について電源構成モデル上で分析を行う． 
(4) 最新の再生可能エネルギーの賦存量について調査し，整理する．長期的なエネルギーの選
択と国民の支払意思額について分析する．また，非化石電源の比率や電気料金に関する効用に
ついてアンケート調査を実施し，コンジョイント分析を行う． 
 
４．研究成果 
(1) 理論競争モデル 
① 再生可能エネルギー普及促進策と市場均衡 
本研究では，再生可能エネルギー普及促進策の固定価格買取制度（Feed-in Tariffs:FIT），
と再生可能エネルギー利用割合基準制度（Renewables Portfolio Standards:RPS）の経済性比
較を行った．特に，市場均衡に対する電力価格，FIT 価格，RPS 要求割合への影響を分析すると
ともに，既存，再生可能エネルギーそれぞれの企業数の影響について分析を行った．その結果，
FIT 制度より RPS 制度における社会厚生が高くなる一方で，その影響は企業数とともに小さく
なることが明らかとなった． 
② 排出規制と再生可能エネルギー普及促進策との関係 
 本研究では，地球温暖化の原因と考えられる温室効果ガスの削減を目的とした政策の比較を
行った．RPS 政策と，Cap-and-Trade（C&T）排出量取引政策，それぞれの混合政策に関する分
析モデルを構築した．本モデルにより，それぞれの政策における最適な発電量，電力価格，RPS 
要求割合，排出上限割合を決定し，規制水準が市場均衡に対し，どのような影響を与えるかに
ついて分析を行った．さらに，社会厚生最大化を目的として，政策決定者が，どのように規制
水準を決定するべきかについてモデル化を行った．その結果， 混合政策が最も社会厚生が高く， 
社会厚生の観点から理論的には最適な政策である一方，二酸化炭素排出については，C&T 排出
量取引の方が，より抑えられることが明らかとなった． 
 
(2) エージェントシミュレーションモデル 
 本研究では，再生可能エネルギー普及促進政策，市場構造，および事業者数の間の関係性が
どのように社会厚生に影響を与えるかについて明らかにすることである．ここでは特に，理論
モデルとシミュレーションモデルによる統合的な分析のために，強化学習エージェントを用い
た電力市場のマルチエージェントシステムを構築した．マルチエージェントシミュレーション
では，個々の事業者ごとに異なる意思決定戦略（例えば，不確実性に対し，柔軟的な意思決定
を行う），属性（発電容量やコスト），リスク選好（異なるリスク回避度）などを設定すること
が可能である．このような複雑な設定下での理論解析は一般に困難であり，マルチエージェン
トシミュレーションを用いることで理論解析を補完することができる．本研究では，これらの
発展を目的とし，RPS と FIT における理論モデルの結果に対して，マルチエージェントシミュ
レーションが，どの程度一致するかについて検証を行った．図 1は，それぞれの政策基準と社
会厚生の関係を示している．FIT および RPS の両政策に対して，シミュレーションモデルと理
論モデルの結果が，ほぼ一致していることがわかる．さらに，それぞれの政策において，社会
厚生が最大となる基準が存在することが明らかとなった．これは，4.1.1 における成果と整合
的な結果である． 

 

 
図 1 均衡分析結果とシミュレーション分析結果の比較：社会厚生（左：FIT，右：RPS） 

 
(3) 電源構成モデル 
① 天候の不確実性を考慮した電源計画 
 本研究では，第一段階で天候による太陽光発電の発電量の違いを考慮しながら分散型エネル
ギーを導入した地域別民生部門の需要家のコスト最小化を目的関数とした最適化プログラムに
より評価を行った．第二段階では，第一段階で得た需要家の電力購入量をもとに電気事業者が
発電する電力供給量を求め，その供給量を満たすようにコスト最小化を目的関数とし，シミュ
レーションを行い，電源計画についての評価を行った．天候を考慮することにより，太陽光発
電は晴と比較すると曇が 0.8 倍，雨が 0.2 倍となり明らかな差が存在することがわかった．ま
た，電力供給においても，電力需要のピーク時間である日中では，晴を基準とした場合冬では
曇と雨の需要量が晴の需要量よりも高いことがわかった．シミュレーションでは，天候による
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発電方式の違いについて着目した．結果として，需要のピーク時間である日中では曇・雨の場
合太陽光発電の発電量が十分ではないことから CO2排出量が少ない発電方式を選択することに
よって補っていることが示された．また，分散型電源を導入することによって民生部門の電力
購入量が減少し，CO2を排出する発電方式の発電量の減少に貢献していることが明らかとなった． 
② 中期電源計画運用モデルの構築と評価 
 本研究では，簿価資産で費用が発生し,実際の設備で発電するという二重構造を正確に解くた
めに設備の選択や導入時期を明示するモデルを構築し，償却年数の変化が低炭素政策に及ぼす
影響をコスト面，電源計画面から評価を行った．法定耐用年数を早めると，電源の新設が早ま
ることをコスト面でも電源計画面からも確認することができた．また，償却年数が早まること
で変動費のみで運転できる期間が長くなるため多少固定費が高くても変動費が安い発電方式を
採用しやすくなることも明らかとなった．しかしながら，CO2制約下では法定耐用年数の影響は
小さくなる結果となった．選択肢の少なさが原因であれば，2 つの政策の両立は難しい可能性
がある．再生可能エネルギーの構成割合が低いことも懸念点である．それに対し，2 つのシナ
リオを考え評価した．一つ目が，固定費の低減である．2030 年で初期時点に比べ固定費が 70％
低減すると設定した場合に太陽光の構成割合が上昇したことが確認できた．さらに，再生可能
エネルギーの償却年数を早めたことで導入量が上がったことは，再生可能エネルギーの導入を
促すために技術革新によるコストの低減が経営面からも環境面からも寄与が大きいということ
を財務上の償却を考慮しても成り立つことを示した．二つ目に，中小規模独立事業者が異なる
行動を取ると設定したことである．固定費を低減したとき程ではないとしても太陽光の発電量
が増加した．従来，財務上は償却の終わった設備をできる限り長く運転することが有利であり，
需要成長が望めない状況下では，新規設備への移行を制約する懸念があったが，本研究の結果
は，その上で，法定耐用年数の変更が再生可能エネルギーへの移行を促すことが確認できた． 
 
(4) エネルギー利用選択 
小売全面自由化開始から1年半経過し
た中で，先行研究と比較し，消費者の意
識に大きな違いは見られず，消費者にと
っては電気料金が電力会社の選択にお
いて，最も重要な項目であることがわか
った．また，再生可能エネルギーや原子
力エネルギーの比率に関し，両エネルギ
ー比率とも関心はある一方，月額電気料
金が下がれば消費者の効用は高くなる
という結果となった（図 2）．現在，日本
が目標としているのは 2030 年までに再
生可能エネルギー比率 22～24%，原子力
エネルギー比率 22～20%である．エネル
ギーミックスにおいて実現する電気料
金はどの程度の水準になるかについて
は把握できないが，電気料金 10％減が実
現した場合，政府が目標としているエネルギーミックスの水準を許容することが可能であるこ
とが示された．個人属性の年齢に関して，原子力エネルギーは年齢とともに意識が高くなる傾
向がある一方，再生可能エネルギーは，若年層の意識が比較的高く，年齢とともに減少すると
いった原子力エネルギーとは逆の傾向になることがわかった．地域別のコンジョイント分析で
は，東北は，他地域に比べて再生可能エネルギーに対する関心が強いことがわかった．さらに，
北海道に関しては，他地域よりも月額電気料金に対する関心が低いことが明らかとなった． 
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